美咲町林業センター指定管理者募集要項

１．指定管理者について
公の施設の管理について、美咲町では平成１８年度から指定管理者による管理運営を行ってきました。このたび、指定期間が満了することに伴い、住民サービスの更なる向上と民間事業者等の専門性や経営ノウハウの活用により効率的、効果的な施設の管理運営を図るため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項、美咲町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１８年条例第７号）第２条及び美咲町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則（平成１８年規則第９号）並びに美咲町林業センター設置及び管理に関する条例（平成１８年条例第４４号）の規定により、令和９年度から令和１１年度までの３年間の美咲町林業センターの管理運営に関する業務を行う指定管理者を募集いたします。

２．業務の概要
（１）施設概要
　① 名　称　美咲町林業センター
② 所在地　岡山県久米郡美咲町原田３１１１番地３
（２）管理運営に関する基本的な考え方
　　① 施設利用者の安全確保を第一とする。
　　② 施設の設置目的に基づき、効率的かつ効果的、弾力的運営を行う。
　  ③ 適切な広報を行うなど、施設の利用促進を積極的に図る。
　  ④ 利用者にとって快適な施設であることに努める。
　  ⑤ 魅力ある自主事業を実施し、町民サービスの向上に努める。
　  ⑥ 個人情報の保護を徹底する。
（３）管理運営方針
① 施設の維持管理方針
施設の維持管理については、施設の特性を考慮し、より質の高い維持水準を保てるよう、必要かつ適正な管理を行わなければなりません。施設や設備については、利用者が快適で安全に利用できるよう、常に清潔に保ち、また、機能を正常に保持するために、適正な管理と保守点検を行わなければなりません。
② 施設の運営方針
利用者の満足度を高め、期待に応えるため、常に利用者の声を聴取し、反映できるものは積極的に取り入れなければなりません。
また、利用者に対して平等かつ公正な態度で運営を行うものとします。
さらに、地域、町等関係機関との連携や、危機管理、防犯体制の整備など、利用者の安全確保や、防災対策にも十分な配慮をするとともに、環境対策にも取り組む必要があります。


３．指定管理者が行う業務の内容
美咲町林業センターにおける指定管理者の業務範囲等は、次のとおりです。
（１）施設又は設備の利用許可業務
各施設又は設備の利用の受付及び許可に関する業務として、条例に定めるところに従い、利用の許可及び取消し、利用の制限及び停止を行うこと。
① 利用申込者への対応
② 利用の許可
③ 備品等の貸出、調整
④ 利用中の緊急時対応
⑤ 利用終了後の確認（原状回復状況の確認及び原状復帰の指導）
（２）施設の設置目的を発揮するための事業に関する業務
　施設利用者が安心して施設を利用できるように施設及び設備を常に適正な状態に維持すること。
① 日常的な施設及び設備の管理業務
② 施設及び設備（工作物）の保守、維持管理業務
③ 備品、物品の保守管理
④ 施設の清掃及び植栽に関する業務
⑤ 保安警備業務
⑥ 駐車場の管理業務
（３）施設の利用に関する料金の徴収業務
① 利用料徴収業務
美咲町林業センター設置及び管理に関する条例第９条に規定する利用料金を徴収すること。（なお、徴収した利用料金は、指定管理者の収入とする。）
② 利用料の減免に関する業務（減免対象者の利用など利用料金の減免は、条例に従い行うこと。）
（４）施設の設置目的を発揮するための事業に関する業務
① 受付案内業務
② 広報活動
（３）その他管理運営に必要な業務
（町長のみが行うことのできる権限に関する事務を除く。）
① 事業計画書の作成（管理運営に関する事業計画書を作成すること。）
② 収支（予算）計画の作成、予算執行（施設の維持管理経費）
③ 事業報告書の作成（管理業務の実施状況及び利用状況、収入実績、収支状況等及び月次の利用状況等について、収支状況の根拠書類を併せて提出すること）
④ 組織体制の整備
人員配置計画を作成し、施設管理運営業務に精通した職員を配置のうえ本業務の運営にあたること。
　　⑤ 文書管理等（収受文書の管理等を行うこと。）
⑥ 連絡調整業務（施設が円滑に運営されるよう、町及び関係団体等への必要事項報告並びに連絡調整を行うこと。）
⑦ 消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）への対応
令和５年１０月から消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）において、利用料金等の収受に際し、登録番号、適用税率、消費税額等を記載した適格請求書（インボイス）の利用者への交付が必要となる。指定管理者においては、インボイスの事業者登録をはじめ必要な対応を行うこと。
⑧ 災害・事故発生時の対応と緊急対応体制の確立
⑨ 指定期間終了後の引継ぎ業務（指定期間終了後、次期管理者が円滑かつ支障なく本施設の業務を遂行できるよう、引継ぎを行うこと。特に施設の利用予約に関しては遺漏がないよう十分留意すること。）
⑩ その他の施設管理運営に関する業務

４．管理運営の方法
（１）関係法令の遵守及び利用者の安全性・快適性を考慮した管理運営
地方自治法、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）ほか行政関係法令、消防法（昭和２３年法律第１８６号）、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）ほか労働関係法令、公益通報者保護法（平成１６年法律第１２２号）、美咲町情報公開条例（平成１７年条例第１４号）、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及び美咲町個人情報保護条例（平成１７年条例第１３号）、美咲町暴力団排除条例（平成２３年条例第１３号）、美咲町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例、美咲町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則、美咲町公の施設指定管理者業務水準書、その他関係法令等を遵守し、施設利用者の安全性及び快適性に考慮した管理運営を行わなければなりません。
　なお、指定管理期間中に関係法令の改正があった場合は、改正された内容を反映した仕様とします。また、改正に伴う費用の増減が発生した場合は、協議により指定管理料を改定する場合があります。
	開館時間
	休館日

	午前８時３０から午後９時まで
	毎週土曜日、日曜日
国民の祝日に関する法律(昭和23年法律第178号)に規定する休日
1月2日、1月3日及び12月29日から12月31日までの間


（２）開館時間等（美咲町林業センター設置及び管理に関する条例第６条及び第７条）
※ 休館日及び開館時間の変更
開館時間の変更及び臨時の休館については、町長と協議の上、定めることができます。なお、より良いサービスにつなげるため、上記開館時間、休館日等の変更が必要であれば提案することができます。
（３）指定管理業務の執行体制に関する事項
指定管理者は、次の執行体制を整備し、「３．指定管理者が行う業務の内容」を適切に執行しなければなりません。
① 区分経理・会計体制の確立
会計帳簿を整備し、区分経理・会計体制を確立し、適正な管理を行わなければなりません。手持現金の取扱いに係る規程を整備し、事故防止体制を整えるものとします。
② 施設、備品管理体制の確立
ア　施設、備品の管理について、適正に管理しなければなりません。
イ　管理に必要な事務室、倉庫、備品等は、無償で貸与します。
ウ　建物、工作物、設備、備品等の日常的な維持管理に必要な保守、管理、修理は指定管理者が行うものとします。
エ　備品、消耗品等の所有権
指定管理者に貸付ける備品等については町の所有とし、その使用及び管理は十分注意すること。指定管理者自らが購入、搬入し保管を要する備品等については指定管理者の所有とします。ただし、指定管理者が指定期間中に管理運営経費により購入した物品については、町の所有に属するものとします。
③ 適正な人員配置等管理運営のための体制整備
ア　業務の遂行にあたっては、施設の管理に相当の知識及び経験を有する人員を当該業務に従事させ、サービスの向上に努めるものとします。
　地元雇用の場の確保として職員は可能な限り地域より採用し配置することが望ましい。
イ　従業員の雇用等に関すること。
　管理運営業務を実施するために必要な業務執行体制を確保するとともに管理運営に係る全従業員（臨時職員を含む）の勤務形態等については、労働基準法、労働安全衛生法、その他労働関係法令を遵守し、管理運営に支障のないように配置すること。
ウ　施設の管理運営に必要な職員体制を保持し、人員の育成及び運営に関し必要な研修を実施すること。
④ 守秘義務
指定管理者は、施設の管理を行うにあたり、業務上知り得た秘密を第三者に漏らしたり、自己の利益のために使用したりしてはならないものとします。指定管理業務を行う指定期間が終了した後も同様とします。
⑤ 個人情報の保護
指定管理者は、個人情報保護の大切さを従業員に周知、徹底し、個人情報の保護に関する法律及び美咲町個人情報保護条例の規定を遵守し、個人情報の漏えい、滅失及びき損の防止、その他の個人情報の保護のための必要な措置を講じるとともに、万一個人情報の漏洩等が発生した場合の対策を講じること。
指定管理者が行う個人情報を取り扱う事務に従事している者又は従事していた者は、当該事務に関して知ることのできた個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはなりません。なお、個人情報の漏えい等の行為には、同条例に基づく罰則が適用される場合があります。
　　⑥ 情報の公開
指定管理者は、指定管理業務に係る文書等の情報の公開については、町の承認を得て、必要な措置を講じなければなりません。
⑦ 行政手続の措置
指定管理者は審査基準、標準処理期間及び処分基準は、町の諸規定に準ずるものとします。
（４）業務の再委託について
包括的な業務の再委託は認めません。ただし、町が指定する個別業務の再委託、その他町と協議の上行うものについては除きます。再委託を行うにあたっては、再委託業務内容を明記した仕様書を作成し、契約書に掲載すること。また、公租公課等の滞納が無いことを確認して再委託を行うこと。
（５）目的外使用（自動販売機等）に関する取扱い
施設内（敷地内含む。）に、施設利用者の便宜を図るために自動販売機等を設置する場合は、町に目的外使用許可の申請を行い、許可を受ける必要があります。収入は指定管理者の収入とし、光熱水費等必要経費は指定管理者が支払うとともに、自主事業として報告すること。
（６）利用者の安全の確保
利用者の安全対策、監視体制等について、各種マニュアルを作成し、従業員を指導し、万一に備えて従業員を訓練すること。また、緊急対策、防犯、防災対策等の安全を確保するための各種マニュアルを作成し、従業員を指導し、万一に備えて従業員を訓練すること。
（７）業務を実施するにあたっての留意事項
業務を実施するにあたっては、次の各項目に留意して円滑に実施すること。
① 公の施設であることを常に念頭において、公平な運営を行うこととし、特定の団体等に有利あるいは不利になる運営をしないこと。
　　② 美咲町内にある類似施設などとの連携を図った運営を行うこと。
　　　③ 指定管理者が施設を管理運営するにあたっては、町の諸規定に準じて業務を実施すること。
④ 指定管理者が施設の管理運営に係る各種の規定等を作成する場合は、町と協議を行うこと。
⑤ その他、協定書に記載がなく、本要項にも該当しない事項については町と協議することとし、双方が合意に至る前においては禁止事項として扱う。

５．管理に要する経費
　※事務所部分については指定管理としない。事務所部分の維持管理費については、別途町と協議すること。
（１）美咲町林業センターの管理に要する経費
管理に要する経費は、人件費、設備管理費、警備保安費、環境衛生管理費、事務所経費、光熱水費、消耗品費、修繕費、委託費、租税公課など必要な経費を計上してください。
これらの経費については、施設利用者が支払う利用料金及び町が支払う指定管理料、その他の収入を充てます。
（２）修繕費等の取扱い
施設及び設備並びに備品等が破損、消耗等した場合は１件１０万円未満の軽易な修繕又は補給等は、指定管理者の負担としますが、年間修繕費は、施設の性格や規模等に応じて設定し、年度末に精算します。小規模修繕の回数が多く、指定管理料における修繕費の範囲を超えそうな場合にも、回数が増加した原因を確認し、それがやむを得ないと判断された場合には町の負担とします。一方１件当たりの上限額を超える修繕、大規模修繕は町の負担とします。
修繕等に要する費用は、下記のとおりとします。
① 消耗品費
　照明器具、空調機等の設備及び備品等の日常的な管理で必要となる消耗品や部品等をいい、必要な経費を計上してください。
② 小規模修繕
施設又は設備の劣化若しくは損傷部分又は機器の性能若しくは機能を実質上支障のない状態まで回復させるものとし、必要な金額を計上してください。
③ 大規模修繕
年度毎の変動が大きいため、大規模修繕費は指定管理者の管理に要する経費には計上しないでください。なお、大規模修繕が必要となった場合は、別途、指定管理者と町との間で協議を行い決定します。
（３）施設賠償責任保険への加入
　　　① 身体上の損害については、被害者１名につき金２億円以上、かつ、１事故について金２０億円以上
　　② 財物上の損害については、１事故につき金２，０００万円以上
（４）光熱水費・通信費
指定管理者の負担とします。
（５）ホームページの管理運営費
ホームページの作成及び維持管理、プロバイダ契約等については、指定管理者の負担とします。また、指定期間終了後、ホームページデータ等の引継ぎが可能な仕様とします。 
（６）管理口座
本施設の管理業務にかかる経理については、金融機関に専用口座を設けて行うこと。
（７）公租公課について
指定管理者には収益事業に対する納税義務が発生することがあるので、詳細については、税務署、県税事務所、美咲町税務課へ問い合わせること。

６．指定管理料
管理業務に要する経費については町が支払う指定管理料により賄うこととなります。
（１）指定管理料算定の考え方
指定管理料の額は、申請の際に提出のあった収支計画書において示された管理費用の金額を上限として、町の予算額の範囲内で、協定において定めるものとします。
（２）指定管理料の支払い
指定管理料は、会計年度ごとに町と指定管理者が協議し、支払時期や支払方法は協定の定めにより支払います。
（３）指定管理料の精算
年度協定により定めた指定管理料は、管理業務に要した経費に増減があっても、原則として増額や減額はいたしません。
（４）会計処理について
管理業務にかかる収入及び支出については、指定管理者としての業務にかかる経理と各団体のその他の業務にかかる経理を区分してください。

７．指定管理者が施設管理を行うための財源
（１）利用料金等の収入
美咲町林業センターは、従来から利用料金制を導入していますので、引き続き適用します。指定管理者が施設管理に必要な財源として、利用料金等を自らの収入にできます。また、利用料金だけでは施設の管理経費が賄えないことが明らかな施設については、町から指定管理者に対し、管理の代行料として指定管理料を支払います。
（２）利用料金の減免等について
指定管理者は、美咲町林業センター設置及び管理に関する条例の規定に基づき、町長の承認を受けた基準により、利用料金の全部又は一部を免除し、又は返還することができます。
（３）その他の収入
利用料金収入の他に、広告料収入など新たな収入確保策がある場合は、収支予算書（様式４）のその他収入の欄に計上してください。

８．自主事業
（１）自主事業の提案
① 指定管理者は、施設の設置目的に沿って自己の責任と費用により、独自に企画、計画した自主事業を「自主事業計画書」により提案することができ、提案された自主事業は、町の承認を得て実施することができます。
② 飲食物及び物品等の販売業務
物品等の販売をすることができるものは、お茶、清涼飲料水、お菓子又はこれに類するもの、土産物、利用者の利便性を向上するために必要な物品とし、事前に町と協議するものとします。
（２）自主事業の運営
① 町民のニーズに係る有効な調査を実施し、事業の計画及び実施に反映されていること。
　  ② 事業の対象者は、できるだけ町民を対象とし、施設の運営を考慮したものとし、料金徴収が必要な場合は、料金設定が著しく高額とならないこと。
③ 行政財産の目的外使用
自主事業の内容によっては、町の使用許可を得たうえで、町が定める行政財産の目的外使用許可の使用料の支払いが必要となる場合があります。（例：飲食、物品販売など）
④ 自主事業の収入及び支出
自主事業に係る収入及び支出について、施設の管理に係る収支予算書（様式４）に計上することにより、町が支払う管理費用の縮減に充てることができます。

９．指定管理者の責任の明確化等
（１）想定されるリスク及び責任の分担
　① 基本的な考え
本事業におけるリスク分担の考え方は、当該リスクを最も良く管理可能なものがリスクを適正に分担することにより、より低廉で質の高いサービスの提供を目指します。
② 自主事業の実施に係るリスク
指定管理者が実施する自主事業についてのリスクの負担は、全て指定管理者とします。なお、自主事業の経過悪化に伴い、指定管理業務に影響を及ぼしていると判断した場合、町は自主事業の改善、中止等を命ずることができることとします。

（２）町による指定管理業務の実施の監理
町は、地方自治法第２４４条の２第７項の規定に基づき、毎年度終了ごとに、業務に関する事業報告書の提出を求めます。また、同法第２４４条の２第１０項の規定に基づき、一定期間ごと、又は抜き打ちで必要な報告を求め、実施について調査し、又は必要な指示をすることができることとします。
（３）事業報告について
指定管理者は、毎月終了後、実績報告書を翌日の１０日までに提出するほか、美咲町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例第５条に規定する報告を行うものとします。また、町は、施設管理の適正を期するため、指定管理者の業務、経理、施設の利用状況、業務の実施状況等業務の実態等を把握するために必要な事項、その他町が必要とする事項に関し定期又は臨時に報告を求め、必要に応じてその管理する施設に立ち入って実地に調査し、又は必要な指示を行うことができるものとします。
（４）立入検査について
町は必要に応じ、施設、物品、各種帳簿等並びに管理運営の実施について実地に検査を行う場合があります。指定管理者は合理的な理由なくこれを拒否することができません。

１０．指定期間
令和９年４月１日から令和１２年３月３１日までの３年間
（この期間は、美咲町議会での議決により確定します。）

１１．募集に関する基本的事項
（１）応募資格	
① 団体であること。（法人格の有無は問いません。）
② 当該施設の効用を最小のコストで最大限に発揮させるという指定管理者制度導入の趣旨に則り、安定的かつ円滑に施設を管理運営できる団体等であること。ただし、地域の活性化及び雇用の確保あるいは緊急時における対応の迅速化等の必要性を勘案し、施設の状況によっては地域案件を設定できるものとします。
③ 団体またはその代表者が、次のいずれにも該当しないこと。
（ア）団体の代表者が、法律行為を行う能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者
（イ）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項及び第１６７条の１１第１項の規定により、本町における一般競争入札及び指名競争入札の参加を制限されている法人その他の団体
（ウ）地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取り消しを受けたことがある法人その他の団体で、指定管理者の指定の取り消しを受けた日から５年を経過しないもの。
（エ）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定に基づく更生手続又は再生手続を開始している者
（オ）美咲町及び美咲町以外における指定管理者の指定手続において、その公正な手続を妨げた者又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した法人その他の団体
（カ）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団及びその利益となる活動を行う者又は同法第２条第６号に規定する暴力団員（法人の場合は、法人の非常勤役員を含む役員ならびに支配人および営業所の代表者を含み、その他の団体の場合は、団体の代表者又は理事等法人の場合と同様の責任を有する者）
（キ）暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者がその事業活動を支援する者
（ク）営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人がカ又はキに該当する者
（ケ）その者の親会社等（その者の経営を実質的に支配することが可能となる関係のある者）がオからクまでのいずれかに該当する者
（コ）特定非営利活動法人については、特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第４２条に基づき改善を命ぜられている者
（サ）指定管理者選定委員会委員及び公募事務に関与した者及びこれらの者と利害関係を有する者
（シ）国税、地方税又は美咲町へ納付すべき料金等を滞納している法人又はその他の団体の代表者
※　町は、必要に応じて、提出された団体概要や役員名簿等に基づき、関係機関との連携により、事実関係等必要な調査を行う場合があります。
（２）グループ応募の場合の条件
① 複数の団体により構成されたグループで応募する場合は、グループの代表となる団体を定めるとともに構成団体は連帯して責任を負うこととして、代表団体が応募してください。
② 同時に複数のグループの構成団体となることはできません。
③ 単独で応募した法人等は、グループで応募する場合の構成団体となることはできません。
④ 代表となる法人等及びグループを構成する法人等の変更は原則として認めません。ただし、グループを構成する法人等については、業務遂行上支障がないと町が判断した場合に限り、変更を認める場合があります。

１１．申請の手続
（１）募集要項の公開
募集要項は、令和８年８月２４日（月）から町ホームページに掲載しています。
（２）応募書類の配布
応募に必要な関係書類は直接配布又は町ホームページからのダウンロードとします。直接配布の場合はお手数ですが、下記配布場所までお越しください。
配布期間：令和８年８月２４日（月）から令和８年１０月３０日（金）まで（土・日・祝日除く）午前８時３０分から午後５時１５分
配布場所：美咲町産業観光課
（３）応募書類の受付
① 受付期間：令和８年８月２４日（月）から令和８年１０月３０日（金）まで（ただし、土曜日、日曜日、祝日の役場閉庁日を除く。）
② 受付時間：午前８時３０分から午後５時１５分まで
③ 受付場所：美咲町産業観光課
④ 受付方法：美咲町産業観光課あてに持参してください。
（郵送不可）
※ 提出書類は必ず持参してください。郵送等による書類の提出は受付けません。
（４）提出書類
別紙「指定管理者提出書類一覧表(公募)」に掲げる書類を所定の部数提出してください。なお、提出された書類は、返却いたしません。
（５）応募に関する留意事項
① 応募内容の変更禁止
募集締め切り後、提出された書類の内容を変更することはできません。ただし、町が必要と認める内容の補正、追加を求める場合は除きます。
② 追加資料の提出等
町が必要と認める場合には、提出された書類を補足する他の追加書類等の提出を求める場合があります。また、必要な場合には、ヒアリングの実施を求めることがあります。
③ 接触の禁止
選定委員会委員、本町職員その他本件関係者に対して、本件提案についての接触を禁じます。接触の事実が認められた場合には、失格となることがあります。
④ 応募の辞退
申請書類を提出した後に辞退する際には、指定管理者申請辞退届を提出してください。
⑤ 失格または無効
以下の事項に該当する場合は、失格または無効となる場合があります。
（ア）申請書の提出方法、提出期限などが守られなかったとき。
（イ）記載内容に不備があるとき。
（ウ）虚偽の内容が記載されているとき。
（エ）指定管理者選定委員会委員、本町職員に対して、本案件についての不正な接触の事実が認められたとき。
（オ）その他不正の行為があったとき。
⑥ 応募書類の取扱い
町に提出された応募書類は、理由の如何を問わず返却しません。また、町は、指定管理者の選定の公表等必要な場合は、応募書類の内容を無償で使用できるものとします。
なお、提出された応募書類は、美咲町情報公開条例に基づき、非公開とすべき箇所を除き開示の対象となり公開する場合があります。
⑦ 応募に係る費用負担
応募に要する費用は、全て応募団体の負担とします。
⑧ 事業計画書記載にあたっての留意点
（ア）取組実績等を踏まえてできるだけ具体的に記載してください。
（イ）指定管理者に指定された場合においても、提案された内容の実施については、再度町と協議が必要となります。（様式に記載された内容について、提案内容どおりの実施を保障するものではありません。）

１２．質問事項の受付及び回答方法
募集要項の内容等に関する質問を次のとおり受け付けます。
（１）受付期間：令和８年８月２４日（月）から令和８月１０月２３日（金）まで
（２）受付方法：「指定管理者の応募に係る質問書」に記入の上、電子メールにより美咲町産業観光課あて提出してください。
Ｅメール：sangyou@town.okayama-misaki.lg.jp
（３）回答方法：質問は、応募者間の公平を期すため、質問及び回答をホームページで全応募者に周知します。（質問者名は表示しません。）
（４）留意事項：基本的には電話による質問（提案の内容や審査事項に反映される内容）についてはお答えできません。ただし、応募手続きに関すること等お答えできることもありますので、お問い合わせください。なお、内容によっては回答にお時間をいただく場合があります。

１３．現地説明会（事前申し込み要）
対象施設の現地説明会を行います。当日は、募集要項等の資料は配付しませんので、事前に資料を入手の上ご持参ください。
（１）日　時：令和８年９月１５日（火） 午後２時～
（２）場　所：美咲町原田３１１１番地３（現地）
（３）内　容：施設見学及び説明
（４）申　込：参加を希望される団体は、「指定管理者応募説明会参加申込書」に記入の上、電子メールにより、令和８年９月１１日（金）午後５時１５分（必着）までに美咲町産業観光課へお申し込みください。
（５）参加数：参加者は、１団体３人までとします。

１４．選定スケジュール（予定）
	指定管理者募集開始
（公募要項の告示、配布、ＨＰ掲載）
	令和８年８月２４日（月）

	募集要項等（応募書類）配布期間
	　令和８年８月２４日（月）～
令和８年１０月３０日（金）

	現地説明会参加申込〆切
	令和８年９月１１日（金）17:15

	現地説明会
	令和８年９月１５日（火）14:00

	質問事項の受付期間
	令和８年８月２４日（月）～
令和８年１０月２３日（金）

	質問事項の回答公表期間（ＨＰ掲載）
	回答が可能となった日　　～
令和８年１０月３０日（金）

	応募書類受付期間
	令和８年８月２４日（月）～
令和８年１０月３０日（金）

	申請書提出締め切り
（美咲町産業観光課へ）
	令和８月１０月３０日（金）17:15

	候補者の選定（指定管理者選定委員会）
	令和８年１１月上旬

	担当課から応募者へ審査結果を通知
	令和９年３月

	町議会へ指定に関する議案を上程（議決）
	令和９年３月

	指定管理者の指定告示
	令和９年３月

	業務引継ぎ
	令和９年３月

	基本協定の締結（準備）
	令和９年３月

	年度協定の締結（準備）
	令和９年３月下旬

	指定管理業務開始
	令和９年４月１日


※ スケジュールは、応募状況等により一部変更することがあります。

１５．指定管理者の選定
（１）資格審査、申請内容の確認及び照会
応募書類提出後、町において資格審査を行います。また、書類内容について　　の確認、照会等を行う場合があります。
（２）選定委員会による審査
指定管理者の選定にあたっては指定管理者選定委員会において、提出された申請書等により総合的に審査を行い指定管理者の候補者を選定します。なお、選定委員会が必要と認めた場合は、応募団体に対しヒアリングを実施する場合があります。
（３）審査基準について
　　　① 資格審査
申請書類に基づき、応募資格等の要件に係る資格を審査する。
　　　② 書類審査
以下の項目について、提案された事業計画書等の内容を確認するとともに、実施能力及び取組姿勢を審査する。
（ア）町民等の平等な利用を確保することができるものであること。
（イ）施設等の適切な維持管理を図ることができるものであること。
（ウ）施設等の効用を最大限発揮できるものであり、利用者のサービス向上を図ることができるものであること。
（エ）施設等の管理に係る経費の縮減を図るものであること。
（オ）指定を受けようとするものが、事業計画に沿った管理を安定して行うために必要な人員及び財政的基礎を有していること。
（４）選定結果について
選定結果は、応募した団体に文書で通知します。
　（５）指定議案の上程、指定管理者の指定
選定委員会の報告を受け、指定管理者候補者として議案を議会に上程します。美咲町議会の議決を経て、町は指定管理候補者を指定管理者として告示し、指定します。
なお、美咲町議会が議決しなかった場合又は否決した場合においても、応募者が指定管理業務を実施するために支出した費用（準備行為を含む。）、提供したノウハウの対価等については、一切補償しませんのであらかじめご了承ください。

１６．協定の締結等
（１）協定の締結
町と指定管理者は、指定施設を適正かつ円滑に管理するために、町の示す管理の基準及び応募書類に基づき、業務内容や管理の基準に関する細目的事項、管理業務に要する経費を賄うための指定管理料に関する事項等について、協議の上、協定を締結するものとします。協定は、指定期間全体の基本協定及び年度協定とします。
（２）指定管理業務の引継ぎについて
① 指定期間の終了又は指定の取消しにより、指定管理業務を引継ぐ必要があるときは、指定期間の始期から円滑に指定管理業務が実施できるよう業務の引継ぎを行わなければなりません。なお、引継ぎにあたって必要な経費は、指定管理者の負担とします。
② 施設の管理開始前に、現指定管理者が既に受け付けている令和９年４月１日以降の利用の予約については、新指定管理者が引継ぐものとします。指定管理者の変更により利用申込者が不利益を被らないよう配慮してください。
③ 指定管理期間の満了等に伴い、町が次期指定管理者選定のための説明会を開催する場合は、これに協力すること。

１７．指定の取り消し等
指定管理者が行う管理運営の適正を期するため、次に掲げる事由に該当する場合には、地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により、指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理運営の業務の全部又は一部の停止を命じることがあります。
① 指定管理者が正当な理由なくして協定の締結に応じない場合
② 指定管理者が、該当する資格を満たさないこととなったとき。
③ 指定管理者の経営状況の急激な悪化等により、管理業務の履行が確実でないと認められるとき。
④ 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認められるとき。
⑤ 指定管理者が、町が行う報告の要求、実態調査又は必要な指示に従わないとき。
⑥ 指定管理者による管理を継続することが適当でないと町が認めるとき。

１８．事業の継続が困難となった場合の措置
（１）指定管理者の責めに帰すべき事由による場合
指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場合は、町は指定の取り消しをすることができるものとする。この場合において、町に生じた損害は、指定管理者が賠償するものとする。また、次期指定管理者が円滑かつ支障なく本施設の管理運営業務を遂行できるよう、引継ぎを行うものとする。
（２）当事者の責めに帰することができない事由による場合
不可抗力等、町及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由により、業務の継続が困難になった場合、事業継続の可否について協議するものとする。なお、一定期間内に協議が整わない時は、それぞれ、事前に書面で通知することにより協定を解除できるものとする。なお、次期指定管理者が円滑かつ支障なく本施設の管理運営業務を遂行できるよう、引継ぎを行うものとする。

１９．その他
（１）町からの要請への協力
町から、林業センターの管理運営並びに現状等に関する調査または作業の指示があった場合には、迅速、誠実かつ積極的に対応を行うこと。また、緊急安全点検、イベント等、町が実施又は要請する事業への支援、協力または事業実施を積極的かつ主体的に行うこと。
（２）疑義等についての協議
業務の遂行に関し定めがないとき又は業務の内容及び処理について疑義が生じた場合は、町及び指定管理者は誠意をもって協議し、決定するものとします。

２０．お問い合わせ先
〒709-3717 岡山県久米郡美咲町原田２１４４番地１
美咲町産業観光課
ＴＥＬ：０８６８－６６－１１１８
ＦＡＸ：０８６８－６６－２０３８
Ｅメール：sangyou@town.okayama-misaki.lg.jp
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